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資格・検定名 種 受験者数 合格者数
第２種電気工事士 ① 2 2

人 工事担任者DD第１種 ① 2 2
人

％
■卒業者に占める就職者の割合

％

（平成 28

0 名 0 ％

近畿コンピュータ電子専
門学校

昭和61年3月14日 林　宏之

〒593-8326
大阪府堺市西区鳳西町3-712

（電話） 072-265-6666

（別紙様式４）

平成30年3月1日

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人ヒラタ学園 昭和61年3月14日 平田　勇
〒593-8326
大阪府堺市西区鳳西町3-712

（電話）

工業 情報処理専門課程 電子研究科
平成13年文部科学省

告示第43号

学科の目的
電気業界で必要とされる、電気設備技術・知識を実践教育を通じて学び、より高度な技術・知識、社会人として必要な能力を有する技術者を育成すること
を目的とする。

072-265-6666
分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

認定年月日 平成　　年　　月　　日

修業年限
全課程の修了に必要な
総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

0 0
単位時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数（生徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

3
2768時間 952時間 1816時間 0

学期制度
■前期：4月1日～9月30日
■後期：10月1日～3月31日

成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
評価点が６０点以上であること。
かつ、授業出席率８０％以上であること。

120人 8人 0人 3人 3人 6人

長期休み

■学年始：4月1日～4月14日
■夏　 季：8月7日～8月30日
■冬　 季：12月22日～1月11日
■学年末：3月16日～3月31日

卒業・進級
条件

（卒業条件）卒業該当学年において１８０単位以上習得して
いるもの。
（進級条件）進級該当学年において６０単位以上又は、卒業
時に１８０単位以上の取得が見込まれるもの。

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類

■個別相談・指導等の対応 ボウリング大会　学園祭　球技大会・仕事現場見学会

面接指導の実施。保護者と連絡を取り進路・学習指導を行
う。

■サークル活動： 有

電気工事業・電気通信事業・電気設備事業など （平成28年度卒業者に関する平成29年5月1日時点の情報）

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当す
るか記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの

③その他（民間検定等）

■自由記述欄

： 100
■その他

年度卒業者に関する

■就職者数 人2

平成28年4月1日時点において、在学者６名（平成28年4月1日入学者を含む）
平成29年3月31日時点において、在学者８名（平成29年3月31日卒業者を含む）2年制から3年制に編入2名
■中途退学の主な理由

なし

就職等の
状況※２

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ

https://kincom.ac.jp/profile/electrical/

■就職率　　　　　　　　　： 100

平成29年5月1日 時点の情報）

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率

■就職指導内容
個別面談・キャリア教育・個別面談練習等
■卒業者数 2
■就職希望者数 2

■主な就職先、業界等（平成２８年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等

（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映
した内容を公表することが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた告示日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「文部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５文科生第５９６号）」に留意
し、それぞれ、「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」又は「学校基本調査」における定義に従います。
（１）「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留
年」「資格取得」などを希望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇用契約期間が１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採用通知などが出された者）をい
います。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の
者、留学生、聴講生、科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学生は除きます。
（２）「学校基本調査」における「卒業者に占める就職者の割合」の定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
②「就職」とは給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家・自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職
者とはしません（就職したが就職先が不明の者は就職者として扱う）。
（３）上記のほか、「就職者数（関連分野）」は、「学校基本調査」における「関連分野に就職した者」を記載します。また、「その他」の欄は、関連分野へのアルバイト者数や進
学状況等について記載します。

３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得目標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定のうち、修了と
同時に受験資格を取得するもの、③その他（民間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。自由記述欄には、各認定学科における代表的
な学修成果（例えば、認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等）について記載します。

■中退防止・中退者支援のための取組
担任制度を引き、出席不良の学生には担任が連絡し登校させ面談を行っている。また保護者にも連絡し連携をはかっている。学生相談、カウンセリング等学内をあげ
て、トータルサポートを行っている。必要であれば専門機関の紹介を行っている。

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：　　　　　有・無
※有の場合、制度内容を記入
ＡＯ入試　指定校推薦入試　高等学校推薦入試　一般入試　特待生入試　高校クラブ活動奨学金　皆勤奨学金　家族奨学金　グラデュエーション奨学金

ライセンス奨学金

■専門実践教育訓練給付：　　　　　給付対象・非給付対象
※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：　　　　　有・無
※有の場合、例えば以下について任意記載

（評価団体、受審年月、評価結果又は評価結果を掲載したホームページＵＲＬ）

か



種別

①

③

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針
電気通信業界に出現する新しい技術、製品に対応でき、業界に即戦力となる技術者を育成するために、 電気工事協同組
合や電気工事施工企業・ネットワーク施工企業と連携し教育課程の編成、授業科目の開設や授業内容・方法等の改善・
工夫、仕事をするために必要となる基礎力、業界の動向など、実践的 ・専門的な教育を実施するため、協議・検討するこ
とを基本方針とする。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
教育課程編成委員会の委員としては学校内委員と組合・企業関係者の委員から構成され、よりよい教育課程 の編成を
協力しておこなうものと位置付けている。
「教育課程編成に関する意思決定の課程」
①まず学内委員により大まかな科目全体の割り当てを決定する。
②企業関係者より、業界の動向・新技術・企業に即必要な技術を伺い、次年度の教育課程編成方針を決定する。
③学内委員により、詳細な内容の教育課程の案を作成し外部委員に図り、次年度教育課程を決定する。
④前期終了後、学内委員により現時点の問題点・課題等を集約し、後期にて改善できるもの、次年度にて改善できるもの
を洗い出し、委員会にて討議決定する。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

中田　裕一
近畿コンピュータ電子専門学校

電子研究科　科長
平成２８年１月２０日～

平成３０年１月２０日（２年）

林　宏之

成元　俊寿

中西　良雄

近畿コンピュータ電子専門学校
校長

ユタカインテグレーション株式会社

堺電気工事工業協同組合

平成２８年１月２０日～
平成３０年１月２０日（２年）

平成２８年４月１日～
平成３０年３月３１日（２年）

平成２８年４月１日～
平成３０年３月３１日（２年）

溝渕　一樹
近畿コンピュータ電子専門学校

電子研究科　教諭
平成２８年１月２０日～

平成３０年１月２０日（２年）

平成２９年４月１日現在

名　前 所　　　属 任期

平野　考一
近畿コンピュータ電子専門学校

教務部長
平成２８年１月２０日～

平成３０年１月２０日（２年）

（開催日時）
第１回　平成２９年２月２０日　１４：００～１６：００
第２回　平成２９年９月２７日　１４：００～１６：００

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況
※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。
座学の中にも実習的要素を取り入れ、興味を持たせるとともに基礎学力など座学の必用性をもっと理解させる必要があ
る。電気理論などの法則を使用するものは実験的なことや電気工事座学や通信工学などではそのつど部品や工具、機器
の実演などの要素を入れていく。
コミュニケーション能力の向上が必要不可欠と議論に上がり、数科目の中で研究発表などのプレゼン等を行わせた。

今村　和江
近畿コンピュータ電子専門学校

キャリアサポート課　課長
平成２８年１月２０日～

平成３０年１月２０日（２年）

　※委員の種別の欄には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

原則として、２月と９月に実施するものとする。
必要に応じ社会情勢の変化や、就職状況などにより、発生した問題点・課題を委員に情報収集する。

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

電気工事実習
校内施設・設備を使用し、現役電気工事士から電気工事
技術を修得する。

玉弥電気株式会社

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
業界が求める即戦力となる人材を育成するため、企業と連携し、実践的・専門的、時代に即した実習・演習をとり行うこと
を基本方針とする。
①最新の業界動向・専門技術に関しては、大阪府電気工事工業組合、電気通信関連企業の専門家を講師に招いて授業
を行う。
②現場実習（インターンシップ）に関しては、大阪府電気工事工業組合、電気通信関連企業により、受け入れ先を確保し
実習指導を行っていく。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
実習・演習前に当校の学科長と企業の講師および実習現場責任者と打ち合わせをおこない、実習内容・学生の報告内
容・学習成果について定める。実習期間中は学生の実習実施状況や能力取得状況を把握できるよう、企業・学校との情
報交換をおこなう。実習終了後は先方企業の講師・現場責任者と学習成果の評価を行う。

（３）具体的な連携の例

キャリア教育
校内にて、現役の電気技術者から実際の電気の知識と技
術・施工管理・安全教育について修得する。また、現場見
学・就業体験により就業意識を身に付け入る。

大阪府電気工事工業組合堺支部

キャリア教育
校内にて、現役の電気技術者から実際の電気の知識と技
術・施工管理・安全教育について修得する。また、現場見
学・就業体験により就業意識を身に付け入る。

株式会社マイスターエンジニアリング



種別

団体

企業

企業

卒業生

情報通信エンジニアリング協会（H28/6/3）
情報通信設備の現場を通して、情報通信設備の要件等の理解を深める

②指導力の修得・向上のための研修等

ストレスマネージメント研修（H28/１２/２７）
メンタルヘルスケアを進めるために必用な４つのケアのうちセルフケアに重点を置いた講習を受講した。

（３）研修等の計画
①専攻分野における実務に関する研修等
FATECトレーニングスクール FA機器・配電制御機器関連（８月）
ラダー言語のプログラミング基礎知識について
CISCOインストラクターズミーティング（８月）
ネットワーク最新動向の把握、人材育成の取り組み方について

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針

研修を関連企業及び研修機関が行う講習会等に参加し、最新の業界・技術動向を把握し学生の指導に生かしていく。ま
た、必要であると認められる技術、および、資格に関しては積極的に取得するべく、企業講習会・セミナーに参画すること
を基本方針とする。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目
（１）教育理念・目標 （１）教育理念・目標
（２）学校運営 （２）学校運営

②指導力の修得・向上のための研修等

SMBCビジネスセミナー(三井住友銀行グループSMBCコンサルティング) （３月）
社会人としてマナー、コミュニケーション、仕事の進め方の実力アップ

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表しているこ
と。また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針

学校関係者評価は学校関係者により構成された評価委員会が、自己評価の結果について評価することを基本としておこ
なう評価であり、評価という共同作業を通してお互いに理解を深めることを目的とする。自己評価は、学校が自身の教育
活動を振り返って成果や課題を分析し、それに基づいて改善案を検討することであり、学校関係者それぞれの立場、視点
から意見をいただき、自己評価の客観性・透明性を高め、よりよい学校をつくることを目的とする。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

（６）教育環境 （６）教育環境
（７）学生の受入れ募集 （７）学生の受入れ募集
（８）財務 （８）財務

（３）教育活動 （３）教育活動
（４）学修成果 （４）学修成果
（５）学生支援 （５）学生支援

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況
①評価委員会議の資料の扱いについて
　前回、評価の相違のみをまとめた資料の方が見やすいとの要望があり、別途資料を用意した。また、学生アンケートに
ついては学科ごとに資料を作成し、問題点や課題となる点を今後のカリキュラム編成や学科運営の参考資料として活用し
た。
②グループウェアの使用について
　グループウェアの一部のツールしか活用してない場合があり、グループウェアを有効活用するためには学生だけではな
く、教職員が使用方法について学習を強化する必要があると指摘を受け、学校全体として積極的にグループウェアの使用
をする事とした。
③学校のパンフやＨＰについて
　学校のHPについて、必用な情報が探しにくいと指摘を受け、HPのリニューアルを行った。パンフレットについても、高校
生に分かりやすくする工夫が必要と指摘があった為、文字数を減らすなどをし、見やすいように制作を行った。
（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

　　　平成29年4月1日現在

名　前 所　　　属 任期

（９）法令等の遵守 （９）法令等の遵守
（１０）社会貢献・地域貢献 （１０）社会貢献・地域貢献
（１１）国際交流 なし

高木　亜由美 株式会社イチカラム
平成２８年４月１日～
平成３０年３月３１日

（２年）

楠瀬　修一 株式会社ソフテム
平成２８年４月１日～
平成３０年３月３１日

（２年）

中西　良雄 堺電気工事工業協同組合
平成２８年４月１日～
平成３０年３月３１日

（２年）

遠藤　照久 都築電気株式会社
平成２８年４月１日～
平成３０年３月３１日

（２年）

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）　　　）
URL:http://kincom.ac.jp/



（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

当校の学校関係者に当校がどのような学校であり、どのような状況にあるのか、学校全体の状況を把握できるようにする
ことが重要であり、そのためには、当校の基礎的情報を含めた必要な情報が、当校自身から関係者等にわかりやすい形
で、自発的・積極的に示すことを基本方針とする。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画 教育理念・目標

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
に関する情報を提供していること。」関係

（５）様々な教育活動・教育環境 教育活動・教育環境
（６）学生の生活支援 学生支援
（７）学生納付金・修学支援 学生の受入れ募集

（２）各学科等の教育 学校運営
（３）教職員 学校運営
（４）キャリア教育・実践的職業教育 学修成果

（１１）その他 なし
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法
URL:http://kincom.ac.jp/

（８）学校の財務 財務
（９）学校評価 自己評価・学校関係者評価
（１０）国際連携の状況 なし
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○ 電気基礎
電気に関する基礎的な知識、計算能力と理
論と応用を学び、実際に活用する能力を育
てる。

１
通
２
前

168 12 ○ ○ ○

○ 配線設計
屋内幹線や分岐回路の設計について理解
し、配線図の読み方、書き方について学習
する。

１
前

56 4 ○ ○ ○

○ 電気機器
電気機器の原理・構造・機能などを学び、
その用途、使い方、特徴などを理解する。

１
通

112 8 ○ ○ ○

○ 電気技術１

屋内配線工事方法、電気機器及び配線器具の
取りつけ工事方法、接地工事方法について電
気設備技術基準・解釈と対比させながら学習
する。

１
後

56 4 ○ ○ ○

○ 電気技術２
電気用品安全法における電気用品の範囲、規
格、表示について学び、電気設備を安全に使
用できるように検査方法について学習する。

２
前
３
前

56 4 ○ ○ ○

○ 施工方法
各種電気工事の施設場所、電気機器・材料
の規格・施工方法について学習する。

２
前

56 4 ○ ○ ○

○ 配線図
配線図の読み取り方を十分理解させ、電
灯、動力設備の描き方について学習する。

２
前

56 4 ○ ○ ○

○ 法令
電気事業法、電気工事法及びこれらの関係
政省令について理解し、学習する。

２
前

56 4 ○ ○ ○

○ 電気工事実習
工事方法を習得し、配線器具への配線方法
についての技能を修得する。

１
２
３
通

336 24 ○ ○ ○ ○

○ 基本実習
電気工事作業に必要な知識を学び、基本的
な作業・工具の使い方を習得し、電気工作
物の製作を技術を身につける。

１
前

56 4 ○ ○ ○

○ 応用実習
実践的な演習を行い、即戦力となる知識と
技術を習得させることを目的とする。

２
通

112 8 ○ ○ ○

○ 測定実習
電気に関する実験・測定器・各種機器につ
いて理解を深め、取り扱い方法を学ぶこと
を目的とする。

１
後
２
通

168 12 ○ ○ ○

○ 電気実習
ＣＡＤ技術を習得し、電気配線図の製作技
術の習得、シーケンス制御の基礎的な力を
身につける。

１
２
３
通

336 16 ○ ○ ○

授業科目等の概要

（情報専門課程電子研究科）平成２９年度
分類

授業科目名 授業科目概要
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○ 電気数学
電気回路を理解する上で必要となる数学の
基礎を理解し、計算力・法則などを身につ
ける。

１
通

56 4 ○ ○ ○

○ 物理学
物理的な物事・現象についての学習を行
い、基本的な概念や原理・法則を理解させ
る。

１
通

56 4 ○ ○ ○

○ 通信工学
コンピュータと通信ネットワークによる通
信システムの基礎技術を学ぶ。

１
通

56 4 ○ ○ ○

○ 通信技術
情報ネットワークの施工について技術と技
能を修得する。

２
後

56 4 △ ○ ○ ○

○ ﾈｯﾄﾜｰｸ技術
TCP／IPの基礎やVoIP,アクセス技術等につ
いて学習する。

２
後

56 4 △ ○ ○ ○

○ 消防設備
自動火災報知設備やガス漏れ警報設備等の
工事、または整備を行うための知識を習得
する。

１
後

28 2 ○ ○ ○

○ 家電技術
家電製品の修理技術に必要な電気機器の原
理、動作、構造、設置方法について習得し、
正しく安全な使用方法を身につける。

２
後

28 2 ○ △ ○ ○

○ 電子回路
各種電子素子の働きと基本的な動作原理を
習得し、電子回路を理解する。

２
後
３
後

112 8 △ ○ ○ ○

○ 高圧電気
自家用電気工作物の受電設備について学習
します

3
前

56 4 ○ ○ ○

○ 電気応用
現場で使われる電気・制御機器・シーケン
ス制御の基本や感電や漏電といったトラブ
ルと対策について学習します。

3
通

112 8 △ ○ ○ ○

○ シスコ
小規模なネットワークの導入や運用、およ
びトラブルシューティングを行う知識と技
能を養う

３
通

224 16 △ ○ ○ ○

○ 電気製図
ＣＡＤを使用して、電気配線図の読み方・
書き方について学習。CADソフトを使用して
図面を作成します。

３
通

112 8 ○ ○ ○

○ 制御回路
リレー回路の読み方をはじめ、回路設計、
配線など総合的に学びながら、シーケンス
制御について学習します

３
後

56 4 ○ ○ ○

○ キャリア対策
社会人として必要な知識と常識を習得す
る。

１
通

56 4 ○ 　○  ○  　

○ キャリア教育
社会人・職業人として必要とされる知識や
技術を身につける。また、研修を含む企業
との連携授業を行う。

1通
2前
3前

80 5 ○ △ ○ △ ○ 　○

28　　　科目合計 2768単位時間(    197 単位)

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１学年の学期区分 ２期
１学期の授業期間 １４週

（留意事項）


